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平成 28 年 2 月 1 日 

「コーポレート・ガバナンス基準」 

 

（目的） 

 株式会社コーセーアールイー（以下、会社という。）取締役会は、証券取引所・有価証券上場規程

（平成 27 年６月１日より適用）の定めるコーポレートガバナンス・コードを踏まえ、会社を継続的

かつ効率的に成長させることを目的として、会社の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考

え方と基本方針」を本基準に定める。 

 

（基本原則１）株主の権利・平等性の確保 

 会社は、株主の権利・平等性の確保について、法令を遵守するほか、株主への適切な情報提供に努

めるなど、その実質的な確保に取り組む。 

 

（１－１）株主の権利行使の実質的な確保 

 会社は、株主総会での反対意見を尊重し、少数株主権利の行使に対しては適切に対応する。 

（１－１①）株主総会での反対意見への対応 

取締役会は、株主総会直後の取締役会において、議決権行使結果を確認するとともに、以下の事

項を審議する。（平成 28 年１月期決算に係る定時株主総会から実施） 

・株主構成を勘案して明らかに反対票が多いと認められる議案の有無 

・当該議案に係る株主の意向についての見解および方針 

・上記見解および方針の公表の要否 

（１－１②）株主総会決議事項の取締役会への一部委任 

  取締役会は、株主総会において決議事項の一部委任を提案する場合、株主に対する受託者責任を

踏まえ、経営判断の合理性や手続の適切性を説明する。 

（１－１③）少数株主権行使の確保 

  会社は、株主総会の準備にあたって、株主構成を勘案のうえ、法令に基づく少数株主権の行使を

想定し、適切な対応ができるよう準備する。 

 

（１－２）株主総会における権利行使 

 会社は、株主構成を勘案し、その議決権行使の利便性向上に向けた環境整備に取り組む。 

（１－２①）株主への情報提供 

  会社は、株主構成を勘案し、株主へ提供する情報の必要性や提供方法を合理的に判断して行う。 

（１－２②）招集通知類の早期提供 

  株主総会招集通知類の発送・公表は以下とする。 

・招集通知類の発送については、記載内容の正確性確保および発送業務の外部委託に要する期間

を勘案したうえ、法定期限前発送の可否を検討する。 

・招集通知類の内容は、株主総会３週間前までに、ＴＤＮｅｔおよび会社のホームページを用い

て公表する。（平成 28 年１月期決算に係る定時株主総会から実施） 

（１－２③）株主総会日の適切な設定 

  株主総会の開催日は、招集通知類の早期公表と開催日前後の事務日程を確保するため、毎年４月

下旬の３連続営業日の中間日とする。 
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 （１－２④）議決権の電子的行使および招集通知の英訳 

  ・株主の議決権行使の便宜を図るため、電子投票制度を併用する。（平成 27 年１月期決算に係る

定時株主総会から実施済） 

  ・会社は、議決権電子行使プラットフォームの利用および招集通知類の英文提供について、株主

構成における機関投資家や海外投資家の状況を踏まえ、合理的に判断して取り組む。 

 （１－２⑤）実質株主の議決権行使 

  ・会社は、株主構成における信託銀行等の名義で株式を保有する機関投資家の状況を踏まえ、当

該機関投資家が自らの議決権行使を希望する場合、その対応について当該信託銀行等と協議し、

検討する。 

 

（１－３）資本政策の基本方針 

 取締役会は、以下を定める。 

【コーセーアールイー資本政策基本方針】 

 １．株主資本 

・会社の成長に必要な事業資金（分譲マンションの開発および賃貸用不動産の取得等）に充当す

るとともに、資金調達環境の変動リスクに備え、十分な水準を維持することを基本方針とする。 

・取締役会は、中期経営計画の策定において、株主資本に係る経営指標（自己資本率、ＲＯＥ、

ＲＯＡ）の妥当性を審議する。 

・株主資本に係る経営指標を含む中期経営計画は、ＴＤＮｅｔおよび会社のホームページを用い

て公表する。（平成 30 年１月期～平成 32 年１月期計画より実施。平成 26 年３月 13 日公表の

平成 27 年１月期～平成 29 年１月期計画については、項目を追加してホームページに掲載） 

 ２．配当 

  ・年間の連結業績を基準とする連結配当性向 30％を重要な指針とし、株主資本の水準を勘案して

決定することを基本方針とする。（平成 29 年１月期決算に係る配当より実施） 

  ・取締役会は、中期経営計画の策定において、配当計画を含めて審議する。 

  ・配当計画を含む中期経営計画は、ＴＤＮｅｔおよび会社のホームページを用いて公表する。 

  ・取締役会の承認に基づき、次期業績予想に伴う次期配当予想は、当期決算短信公表に併せて公

表し、公表した配当予想に修正ある場合は適時開示を行う。 

  ・取締役会決議による中間配当制度の実施は、業績の四半期毎変動の状況を踏まえ、株主への利

益還元機会の充実の必要性を勘案し、取締役会で審議する。その配当金額は、配当の基本方針

に従って計画した年間配当金額を中間配当と期末配当に按分して決定する。 

 ３．自己株式の取得 

  ・取締役会決議による自己株式の取得は、株主資本水準の安全性、株主価値向上の妥当性、機動

的資本政策の必要性等を勘案して決定する。 

 

（１－４）政策保有株式 

取締役会は、以下を定める。 

【コーセーアールイー政策保有株式に関する方針】 

会社（子会社含む）は、取引関係の維持・発展を目的とした取引先持株会への加入を除き、いわ

ゆる政策保有株式を原則として保有しない。なお、政策保有株式を取得する場合は、取締役会の審

議により、保有の意義、当該株式に係る議決権行使の基準を明確にするとともに、毎年、その合理
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性や見通しを検証し、これを公表する。 

 

（１－５）買収防衛策 

 株主構成の状況を踏まえ、経営の安定性、連続性が重要と考えられる場合、取締役会の審議により、

「会社の支配に関する基本方針（会社法施行規則第 118 条第３号）」を定めるとともに、買収防衛策

の必要性、内容の妥当性を検討する。買収防衛策を導入する際は、証券取引所・有価証券上場規程第

440 条を遵守して株主に十分な説明を行う。 

（１－５①）公開買付けへの対応 

  取締役会は、会社に対する公開買付けが発生した場合、金融商品取引法第 27 条に基づいて意見

を決定し、公表する。また、反対意見を表明する場合において、当該公開買付けの実施を不当に妨

げる措置を厳に禁じる。 

 

（１－６）株主の利益を害する資本政策 

 取締役会は、「資本政策の基本方針（１－３）」に適合していること前提として、実施しようとする

資本政策に株主の利益を害する可能性がある場合、株主に対する受託者責任を踏まえ、会社法、金融

商品取引法、証券取引所・有価証券上場規程を遵守して十分な説明を行う。 

 

（１－７）関連当事者取引 

 会社と関連当事者との取引については、会社および株主共同の利益に反する取引を防止する観点か

ら定めた「関連当事者管理マニュアル」を運用して管理する。全ての関連当事者取引は事前稟議を要

し、利益相反取引は監査等委員会への上申および取締役会での承認を要する。また、管理部は、承認

された関連当事者取引について、毎年その経過を確認し、取締役会に報告する。 

 

（基本原則２）株主以外のステークホルダーとの協働 

 会社は、ステークホルダーとの協働を表明する経営理念「理想の住まいへ飽くなき挑戦」および「コ

ーセーアールイー行動規範」の実践に継続して取り組む。また、その更なる向上を目指し、成果や課

題を検討する体制を構築・運用する。 

 

（２－１）中長期的な企業価値向上の基礎となる経営理念の策定 

 創業以来の経営理念「理想の住まいへ飽くなき挑戦」の実践により、企業価値を向上させる。 

 ・顧客の生活および財産形成に最適な商品・サービスを提供し、顧客満足度を高める。 

 ・街づくりに適合するマンション等を供給し、地域社会の活性化に貢献する。 

 ・住宅事業に係る多様な協力事業者に活力を及ぼし、地域経済の発展に貢献する。 

 なお、経営理念の改定は、取締役会の審議による。 

 

（２－２）会社の行動準則の策定・実践 

 取締役会は、会社の役職員が、上場に際して策定した「コーセーアールイー行動規範」に準じてそ

の業務に取り組むよう努めるとともに、規程管理規程に基づき、必要に応じてその改定を審議する。 

 （２－２①）行動準則実践状況のレビュー 

  業務執行取締役で構成される経営会議（以下、経営会議という。）は、年間活動計画の結果分析

を行う際、「コーセーアールイー行動規範」の実践状況を自己評価し、これを取締役会に報告する。
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（平成 28 年１月期決算より実施） 

 

（２－３）サステナビリティーを巡る課題への対応 

 会社は、住宅事業に係るＣＳＲの充実が会社の持続可能性の向上に不可欠であることを認識し、こ

れに取り組む。 

 （２－３①）リスク管理としてのサステナビリティーへの取り組み 

  経営会議は、年間活動計画の結果分析（決算分析）において、会社の持続可能性に影響する課題

の有無、およびその対応状況等について検討し、これを取締役会に報告または上申する。（平成 28

年１月期決算より実施） 

  なお、事業環境や社会情勢の動向等を踏まえ、迅速に対応すべき課題がある場合は、速やかに経

営会議で検討し、取締役会に報告または上申する。 

 

（２－４）多様性の確保 

 会社は、能力・成果主義に徹した人事制度（採用、配属、昇降格、報酬）を構築・運用し、業務遂

行に係る合理的な事由がない限り、性別、経歴、年齢、国籍、文化的背景等による制限を行わない。 

 

（２－５）内部通報制度 

 会社は、リスク管理規程に定める内部通報制度を運用する。内部通報によるリスク情報は、リスク

検討委員会で分析、対策立案を行い、取締役会に報告または上申する。また、管理部は、内部通報制

度の周知と利用促進を図るため、コンプライアンス研修を実施するとともに、コンプライアンスマニ

ュアルを役職員（子会社含む）に配布し常備させる。 

 （２－５①）内部通報制度の整備 

  ・内部通報の窓口は、コンプライアンス担当として選任された監査等委員（原則として弁護士）、

内部監査室、管理部長とし、情報の共有を義務付ける。 

  ・会社は、内部通報者は公益通報者保護法に準じて保護される旨が規定された「リスク管理規程」、

「従業員就業規則」、「コンプライアンスマニュアル」等を遵守する。 

 

（基本原則３）適切な情報開示と透明性の確保 

 会社は、財務情報および非財務情報について、法令・開示規則を遵守して開示をおこなうほか、株

主の投資判断に有用な情報の提供に努める。 

 

（３－１）情報開示の充実 

 会社は、以下の事項について、コーポレート・ガバナンス報告書により公表するほか、会社ホーム

ページ「株主・投資家情報」に分かりやすく掲示する。 

 ・経営理念 

 ・中期経営計画書最新版 

 ・コーポレート・ガバナンス報告書最新版（内部統制基本方針を含む） 

 ・本基準（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針、取締役の選任・報酬に

関する方針と手続を含む） 

 ・直近の招集通知類（取締役選任議案に選任理由を記載したもの） 
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（３－１①）具体的な情報開示 

 会社が前項（３－１）に定める開示情報（経営理念、経営計画、コーポレート・ガバナンスに関

する基本方針等、取締役の報酬決定基準、取締役の選任基準、取締役候補者の選任理由）は、具体

的な記載とし、利用者にとって付加価値の高い内容とする。 

（３－１②）開示情報の英文提供 

会社は、開示情報の英文提供について、株主構成における海外投資家の状況を踏まえ、必要性を

合理的に判断して取り組む。 

 

（３－２）外部会計監査人による監査の適正性の確保 

 会社は、投資家に対する情報開示の透明性確保のため、会計監査人の業務品質・独立性を重視して

選任するとともに、その監査業務の遂行に必要な連携と対応の充実に努める。 

 （３－２①）外部会計監査人の選任・評価基準 

監査等委員会は、以下を定める。 

 【コーセーアールイー会計監査人選任・評価基準】 

  １．解任・不再任 

監査等委員会は、会計監査人の業務遂行状況を監査し、以下に該当する場合は、解任・不再任

に関する株主総会議案を決定する。 

   ・「会計監査人の解任または不再任の決定の方針（注）」に該当する場合。 

   ・会計監査人から通知された「会計監査人の職務の遂行に関する事項（会社計算規則第131条）」

の内容に、虚偽または違反が認められた場合。 

   ・会社の責によるものを除き、不当に監査計画を遂行しなかった場合。 

   ・監督官庁から処分等を受け、改善の見通しが立たない場合。 

・日本公認会計士協会による品質管理レビューで重要な不備を認められ、改善の見通しが立た

ない場合。 

  （注）会計監査人の解任または不再任の決定の方針（平成 27 年５月１日改定） 

「監査等委員会は、会社法第 340 条による会計監査人の解任のほか、会計監査人が職務を適

切に遂行することが困難と認められる場合、会計監査人の解任又は不再任に関する株主総会

議案を決定いたします。取締役会は、当該議案を株主総会に上程し、監査等委員会が選定す

る監査等委員は、当該株主総会において、解任した旨およびその理由を説明いたします。」 

  ２．再任 

   監査等委員会は、会計監査人の業務遂行状況の監査の結果、解任・不再任に相当しないと判断

した場合、その旨を取締役会に報告する。併せて、次年度に係る監査報酬等の見積金額の妥当性

を検討し、監査等委員会の同意の可否について報告する。 

 

  ３．選任 

   監査等委員会が解任・不再任を決定した場合、または会社が新たに選任しようとする場合、監

査等委員会は、以下の基準に従い、会計監査人の選任に係る株主総会議案を決定する。 

・「会計監査人の職務の遂行に関する事項（会社計算規則第 131 条）」の内容および実績が妥当

であること。 

・会社および取締役との関係において、監査業務従事者に取締役の近親者がいないこと、監査

業務（コンサルタント等の被監査業務を含む）以外に会社と利益相反取引がないこと。 
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・監督官庁からの処分、品質管理レビュー上の不備指摘があった場合、十分に改善が完了して

いること。 

   ・監査報酬等の見積金額が妥当で、監査等委員会として同意できる水準であること。 

 （３－２②）外部会計監査人とのコミュニケーション 

  取締役会、監査等委員会、内部監査室は、「監査等委員会監査基準」、「内部監査規程」、「リスク

管理規程」に基づき、会計監査人との連携に努め、その監査業務の遂行に必要な環境を整備・運用

する。 

   ・会計監査人からの資料提出、状況説明等の要請に迅速に対応し、十分な監査時間を確保する。 

   ・会計監査人からの社長、財務担当取締役、選定された監査等委員、内部監査人、業務担当者

等に対するヒアリングの要請には、遺漏なく対応する。 

   ・会計監査人による会社の法令違反（金融商品取引法第 193 条の３第１項）に対する通知のほ

か、重要な不備に関する指摘事項については、内部通報制度に準じて取扱い、リスク管理規

程に基づいて速やかに対応する。 

 

（基本原則４）取締役会等の責務 

 取締役会は、以下の各基準を定める。 

【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】 

取締役会は、ステークホルダーと協働することの重要性を踏まえ、継続的に会社を成長させるこ

とを目的として、適切な経営理念・経営方針を決定するとともに、その効率的な実行を監督する。 

１．経営理念を確立し、経営理念に基づく経営方針を（中期経営計画・年間活動計画）定め、その

進捗を定期的に確認する。また、結果について分析・評価し、これを適切に開示するとともに、

次期経営計画に反映させる。 

２．経営の効率性・機動性を踏まえ、取締役会で決議すべき事項と、業務執行取締役で構成される

経営会議に委任する事項を「取締役会規程」に明確に定め、その業務執行を監督する。 

３．経営理念に基づく取締役の後継者計画の内容・進捗を監督する。 

４．会社成長のためのリスクテイクを促す環境を整備する。また、中長期的な業績と連動した取締

役の報酬によるインセンティブの設定が適切か監督する。 

５．取締役に対する業績評価を行い、それを反映させた取締役の人事（選任・解任・委嘱・報酬）

を公正かつ透明性の高い手続により行う。 

６．取締役の利益相反取引を監督する。 

７．内部統制の体制を整備し、内部統制部門およびリスク管理部門（内部監査室・管理部）と密に

連携して、その運用を監督する。 

８．独立社外取締役の選任基準（人数・資質・独立性）を定め、その立場に基づく機能が有効に発

揮される環境を整備する。 

９．取締役会の最適な構成に係る基本方針および取締役の選任基準を定め、適切に検証し運用する。 

10．議長は、活発な審議（意見交換）がなされるよう取締役会の運営を行う。そのため、社外取締

役には事前の十分な情報提供を行う。 

11．取締役全員の情報共有体制および監査等委員会・会計監査人による監査への支援体制を整備す

る。 

12．取締役（監査等委員を含む）が上記各号の責務を担うために必要なトレーニングの機会を十分

に提供する。 
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13．上記各号の責務に関する取締役社長の自己評価、監査等委員会の評価に基づき、取締役会の実

効性を分析・評価し、これを開示する。 

 

【コーセーアールイー取締役会構成方針】 

会社は、監査等委員会設置会社とし、前述の【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】を果

たすことを目的として、取締役会を以下の方針により構成する。なお、中長期的な経営計画の策定・

実践に際し、必要に応じて見直す。 

１．取締役会の基本構成は、取締役社長、業務執行取締役および監査等委員である取締役とする。 

２．取締役社長は、経営方針の決定および業務執行の監督を統括し、代表取締役および取締役会議

長に就く。 

３．業務執行取締役を合理的に区分した会社の事業部門毎に置き、それぞれの業務執行を監督する。 

４．業務執行取締役のうち、会社の経営管理（財務、内部統制、リスク管理、情報開示等）を専任

とする者を１名以上置く。 

５．監査等委員会は過半数を独立社外取締役で構成する。 

６．独立社外取締役には、会計士もしくはそれに準じる相当の知見を有する者および弁護士もしく

はそれに準じる相当の知見を有する者を、それぞれ１名以上選任する。 

７．監査等委員会の議長は、独立社外取締役が就く。 

８．必要に応じて、業務執行取締役、監査等委員である取締役以外に、経営の監督（取締役会議長

への就任を含む）を専任とする非業務執行取締役を置く。 

 

【コーセーアールイー取締役選任基準】 

 １．取締役社長 

 ①取締役会および経営会議を適切に運営し、会社の中長期的な成長に資する経営方針・業務執行

の決定を導くことができること。 

  ②会社の事業および業務の全般を理解し、各業務執行を監督するに相当の知見を有すること。 

 ③経営管理担当取締役、監査等委員会および会計監査人等と連携し、その結果を客観的な経営判

断・実効性評価に活用できること。 

  ④会社の成長継続の視点に立ち、後継候補者の育成、経営体制の整備に率先して取り組むことが

できること。 

２．業務執行取締役 

  ①【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】を理解し、取締役会における報告、提言、議決

権行使を自主独立して実行できること。 

 ②統括する部門の業務執行の実務に精通し、専門性・マネジメント能力に優れていること。 

 ③他部門の業務を理解し、協働して会社の成長に寄与する観点から、適切な協調と牽制を実行で

きること。 

 ④監査等委員会および会計監査人等との連携や継続的なトレーニングを通じて見識を深め、その

結果を客観的な経営判断・実効性評価に活用できること。 

３．監査等委員でない非業務執行取締役 

 ①会社の事業を深く理解し、経営方針・業務執行の決定の妥当性を適切に監督できること。 

 ②他の取締役や監査等委員会および会計監査人等と連携するほか、幅広く経営環境、社会情勢の

情報収集・分析を行い、これらを客観的な経営判断・実効性評価に活用できること。 
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  ③他の上場会社の役員を兼務せず、経営の監督に専念できる者であること。 

４．監査等委員である取締役 

 ①１名以上は、上場企業経営の豊富な経験と会社事業に係る専門的な知見を有し、株主を初めと

するステークホルダーの視点で、経営の監査・監督を実行できる者であること。 

 ②１名以上は、財務及び会計に関する専門的な知見を有し、会社経営についての理解が深く、証

券取引所が規定する独立社外取締役の基準を満たす者であること。 

 ③１名以上は、企業法務に関する専門的な知見を有し、会社経営についての理解が深く、証券取

引所が規定する独立社外取締役の基準を満たす者であること。 

 ④非常勤で就任する場合、上場会社の役員兼務先は、主に就任する会社がある場合３社以内、全

て非常勤である場合は５社以内とし、監査・監督に必要な実働時間を十分に確保できること。 

 

【コーセーアールイー取締役選任手続】 

１．業務執行取締役および取締役社長 

  ①取締役社長は、前述の【コーセーアールイー取締役会構成方針】および【コーセーアールイー

取締役選任基準】に基づき、必要に応じて他の取締役の意見を聴取し、業務執行取締役の選任

案を策定する。 

 ②取締役社長は、監査等委員会に業務執行取締役の選任案および選任理由を提示して意見交換を

行い、これを参考とする。 

 ③取締役会は、定時株主総会に付議する業務執行取締役の選任議案を決定する。選任された監査

等委員は、当該議案に対し、監査等委員会の意見を述べる。 

  ④招集通知類の業務執行取締役の選任議案に、選任理由、予定される職位・担当を記載して株主

に開示する。職位・担当は、株主総会での選任決議後、取締役会で決定する。 

２．監査等委員である取締役 

 ①監査等委員会は、取締役社長のほか必要に応じて経営管理担当取締役、非業務執行取締役と会

合を持ち、【コーセーアールイー取締役会構成方針】および【コーセーアールイー取締役選任

基準】に基づき、監査等委員である取締役の選任案について検討する。 

 ②取締役会は、定時株主総会に付議する監査等委員である取締役の選任議案を決定する。選任さ

れた監査等委員は、当該議案に対する監査等委員会の同意・不同意の検討結果を述べる。 

 ③招集通知類の監査等委員である取締役の選任議案に、選任理由を記載して株主に開示する。 

３．監査等委員でない非業務執行取締役 

 取締役会は、当該取締役を置くことを必要と判断した場合、監査等委員である取締役の選任手続

に準じて選任する。 

 

【コーセーアールイー取締役報酬等の方針】 

１．監査等委員でない取締役 

①監査等委員である取締役を除く取締役の報酬等は、その年額（総額）を株主総会に付議して承

認を得る。 

②取締役社長は、別に定めた「役員報酬等の運用基準」に基づき、経営計画および各取締役の業

績評価、選任理由を勘案し、次期に係る報酬等の配分案を策定する。 

③取締役社長は、監査等委員会に各取締役の報酬等の配分案を提示して意見交換を行い、これを

参考とする。 
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 ④取締役会は、株主総会での選任決議後、各取締役の報酬等を決定する。 

 ⑤業務執行取締役の報酬等は、固定報酬および業績連動報酬とし、非業務執行取締役の報酬等は

固定報酬とする。 

 ⑥取締役会は、中長期的なインセンティブ報酬等が必要と判断した場合、中期経営計画の内容を

勘案したうえ、適切なリスクテイクを支援するとともに株主利益の向上に資することを目的と

して制度設計を行う。 

２．監査等委員である取締役の報酬等 

①監査等委員である取締役の報酬等は、その年額（総額）を株主総会に付議して承認を得る。 

 ②監査等委員である取締役の報酬等の配分は、「役員報酬等の運用基準」に基づき、監査等委員

の協議により決定し、取締役会に報告する。 

 ③監査等委員である取締役の報酬等は、固定報酬とする。 

 

【取締役会の実効性評価手順】 

１．取締役会は、【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】に基づき、その活動結果の実効性

を評価し、その概要を証券取引所に毎期提出するコーポレート・ガバナンス報告書に記載して開

示する。 

２．取締役社長は、必要に応じて他の取締役の意見を聴取し、取締役会の実効性評価を取りまとめ、

毎期決算分析を行う取締役会においてこれを報告する。 

３．監査等委員会は、監査・監督の結果に基づき、取締役会の実効性評価を取りまとめ、毎期決算

分析を行う取締役会においてこれを報告する。 

４．取締役会は、取締役社長による自己評価および監査等委員会による評価の報告に基づき、必要

に応じて、取締役会の運営における今後の課題、【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】、

【コーセーアールイー取締役会構成方針】、【コーセーアールイー取締役選任基準】の見直し等を

検討する。 

 

（４－１）経営方針決定における役割 

取締役会は、【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】第１項～第３項に基づき、会社の経営

方針を決定する。 

 （４－１①）取締役会の決定事項および経営会議への委任事項 

  取締役会は、会社の事業において経常的な業務の執行の決定を経営会議に委任し、取締役会での

決議事項と経営会議への委任事項を、「取締役会規程」および「経営会議規程」に定める。なお、

経営会議決議事項は取締役会に報告する。 

  １．主な取締役会決議事項 

   ・経営方針（中期経営計画、年度実施計画等） 

   ・監査等委員会の職務のため必要なものとして法令で定める事項 

   ・内部統制基本方針 

   ・代表取締役の選定および解職 

   ・株主総会に係る事項 

   ・取締役の競業取引及び利益相反取引の承認 

   ・重要な開示（決算短信、有価証券報告書・四半期報告書、業績予想、配当予想を含む） 

   ・資本に係る事項 
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   ・その他法令に定められ、経営会議に委任しない事項 

２．主な委任事項 

 ・事業用地の仕入、建築請負契約、プロジェクトに係る資金調達 

 ・業務執行組織の編成および人事 

 ・業務執行に係る社内規程、方針文書等の策定 

 （４－１②）中期経営計画 

  取締役会が中期経営計画を決定する際は、前中期経営計画の結果分析を行い、当中期経営計画の

妥当性評価に活用する。また、中期経営計画公表に際し、前中期経営計画の総括を併せて公表する。 

 （４－１③）後継者計画の監督 

  取締役会は、【コーセーアールイー取締役会構成方針】および【コーセーアールイー取締役選任

基準】に基づき、その候補者が確保されていることを確認する。 

 

（４－２）リスクテイクを支える環境整備 

 取締役会は、【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】第４項に基づき、会社の成長に積極的

に取り組む経営体制を支援する。 

 （４－２①）取締役の報酬等の設計 

【コーセーアールイー取締役報酬等の方針】に基づき、会社の成長に資する報酬制度の設計を行う。 

 

（４－３）経営の監督 

 取締役会は、【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】第５項～第７項に基づき、適切な経営

の監督を行う。 

 （４－３①）取締役の選任手続 

  取締役会は、業績評価および【コーセーアールイー取締役会構成方針】、【コーセーアールイー取

締役選任基準】を踏まえ、【コーセーアールイー取締役選任手続】に基づき、取締役の選任を行う。 

 （４－３②）経営体制の監督 

  取締役会は、会社の「内部統制基本方針」および「財務報告に係る内部統制実施基準」の運用状

況を定期的に検証・評価し、内部統制の実効性向上を図る。 

 

（４－４）監査等委員会の役割 

監査等委員会は、モニタリングシステムを構築・運用し、経営に対する監査・監督を行う。 

（４－４①）監査等委員会の構成 

  監査等委員会は、【コーセーアールイー取締役会構成方針】に基づき、過半数を独立社外取締役

で構成する。また、会社の「内部統制基本方針」および「内部監査規程」により独立性が確保され

た監査等委員会補助者および内部監査室と連携して、経営に係る情報収集の充実に努める。 

  

（４－５）取締役の受託責任 

 取締役会および取締役は、株主からの受託者責任を認識のうえ、ステークホルダーと適切に協働し

つつ株主利益の実現に取り組む。 

 

（４－６）経営の監督と執行 

 会社は、【コーセーアールイー取締役会構成方針】に基づき、独立的な立場で経営の監督を専任と
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する取締役および機関（監査等委員会）を置く。 

 

（４－７）独立社外取締役の役割・責務 

 独立社外取締役は、会社の健全な成長と株主利益の確保の立場を踏まえ、取締役会および監査・監

督業務に臨む。 

 

（４－８）独立社外取締役の活用 

会社は、【コーセーアールイー取締役会構成方針】および【コーセーアールイー取締役選任基準】

に基づき、監査等委員である独立社外取締役２名以上を選任する。 

 （４－８①）独立社外取締役の協働 

  独立社外取締役は、監査等委員会の活動を通じ、情報交換・認識共有に努める。 

 （４－８②）独立社外取締役と業務執行取締役等との連携 

  独立社外取締役は、「監査等委員会規程」に基づき、その議長に就き、監査等委員会の活動を通

じて、取締役社長をはじめとする業務執行取締役、会計監査人、内部監査室と連携する。 

 

（４－９）独立社外取締役の要件 

独立社外取締役の選任における独立性・資質に係る基準を【コーセーアールイー取締役選任基準】

「４．監査等委員である取締役」に定める。 

 

（４－10）任意の仕組みの活用 

 会社は、【コーセーアールイー取締役会構成方針】に基づき、監査等委員会を設置する。 

 （４－10①）独立社外取締役の「報酬」「指名」への関与 

  独立社外取締役は、監査等委員会を通じて、業務執行取締役の評価を行い、株主総会での取締役

選任・取締役報酬に対する意見陳述権を踏まえ、【コーセーアールイー取締役選任手続】および【コ

ーセーアールイー取締役報酬等の方針】に基づいて業務執行取締役の選任案、報酬案の適切性を監

督する。 

 

（４－11）取締役会・監査等委員会の実効性確保の前提 

 会社は、【コーセーアールイー取締役会構成方針】に基づき、取締役会を適切な構成とし、【コーセ

ーアールイー取締役選任基準】に基づき、監査等委員である取締役に「財務及び会計に関する専門的

な知見を有し、会社経営についての理解が深く、証券取引所が規定する独立社外取締役の基準を満た

す者」を置く。また、取締役会は、【取締役会の実効性評価手順】に基づき、【コーセーアールイー取

締役会の役割・責務】の実践状況を検証し、その機能向上に反映させる。 

 （４－11①）取締役会の構成方針、取締役の選任基準、取締役の選任手続の開示 

  「本基準」を会社ホームページに掲載して開示する。 

 （４－11②）取締役の兼務 

  取締役の他の上場会社の役員の兼務の基準については、【コーセーアールイー取締役選任基準】

にこれを定める。また、各取締役の重要な兼務状況および十分な実働時間が確保されると判断した

根拠を、事業報告および取締役選任議案に記載して開示する。 

 （４－11③）取締役会の実効性評価概要の開示 

  取締役会は、【取締役会の実効性評価手順】に基づき、取締役会の実効性を評価し、その概要を
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証券取引所に提出するコーポレート・ガバナンス報告書に記載して開示する。（平成 29 年１月期の

評価結果より開示実施） 

 

（４－12）審議の活性化 

取締役会は、【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】第 10 項に基づき、社外取締役の積極的

な審議への参加を促す。 

 （４－12①）取締役会の運営 

  取締役会は、活発な審議を行うため、以下の要領で運営する。 

  ・事務局担当取締役は、取締役会開催日の３日前までに議案書を各取締役に送付し、必要に応じ

て資料提供、事前説明を行う。 

  ・会社の「年間活動計画」に、定例取締役会（月次）、経営方針（年間活動計画・中期経営計画）

決定取締役会、決算取締役会、株主総会の開催予定日を定め、各取締役に周知する。 

  ・業務執行の決定について、経営会議に委任する事項を「取締役会規程」に適切に定め、【コー

セーアールイー取締役会の役割・責務】に基づく経営の監督をおよび重要な審議に徹する。 

  ・取締役会の実効性評価を基に、取締役会の運営の改善に迅速に対応する。 

 

（４－13）情報提供 

 取締役会は、【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】第 11 項に基づき、取締役が会社の経営

状況を十分に把握し理解する体制を構築・運用する。 

 （４－13①）情報の取得 

  取締役は、取締役会および監査等委員会の役割・責務を果たすことを踏まえ、積極的に会社の経

営に係る情報を入手する。 

 （４－13②）外部専門家の活用 

  監査等委員である取締役は、会社の「内部統制基本方針」、「監査等委員会規程」に基づき、必要

に応じて、外部専門家を活用する。 

 （４－13③）内部監査等との連携 

  監査等委員会は、その補助者および内部監査室を毎回の監査等委員会に出席させ、必要に応じて

情報提供、調査、事務手続を指示する。補助者および内部監査室は、「監査等委員会規程」および

「内部監査規程」に基づき、監査等委員会に対し、独立して積極的に情報提供を行う。 

 

（４－14）取締役のトレーニング 

 取締役会は、【コーセーアールイー取締役会の役割・責務】第 12 項に基づき、取締役のトレーニン

グの機会を十分に確保し、取締役会の実効性評価の際、これを検証する。 

 （４－14①）継続的な情報把握 

  取締役会は、取締役（監査等委員を含む）が、継続的に会社の事業・財務・組織等に係る情報を

把握し、取締役会の実効性評価を為し得る知識を取得するため、以下の機会を確保する。 

  ・新任の業務執行取締役に対し、取締役の法的責任等に関する一般知識の再確認を目的として、

会社の経営管理を専任とする取締役の説明もしくは外部セミナーを受講させる。 

  ・新任の監査等委員である取締役に対し、会社の経営管理を専任とする取締役が会社の事業・財

務・組織等の概要の説明を行う。 

  ・取締役会は、法令等の改正や経営環境の変動に対応するための社内説明会もしくは外部セミナ
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ー受講の必要性を判断し、会社の経営管理を専任とする取締役は、これを適宜実行する。 

  ・取締役会における四半期毎の決算分析説明、経営方針（年度活動計画、中期経営計画）審議の

際、会社の事業環境、組織体制、財務状況等について十分な説明を行う。 

 （４－14②）トレーニング方針の開示 

「本基準」を会社ホームページに掲載して開示する。 

 

（基本原則５）株主との対話 

 会社は、株主と対話を行う体制を整備し、その機会を通じて、株主に経営方針等の十分な理解を得

られるよう努めるとともに、株主の意見を十分にくみ取り、会社の継続的な成長に反映させるよう努

める。 

 

（５－１）対話の方針 

 取締役会は、以下を定める。 

【コーセーアールイー株主との対話の方針】 

１．株主との対話の窓口を管理部総務課とし、会社の経営管理を専任とする取締役（取締役管理部

長）を担当とする。 

２．会社の経営管理を専任とする取締役は、株主の主な関心事項を把握したうえで、自らもしくは

適切な取締役または社員を選定して、株主への対応にあたる。 

３．会社は、株主との個別面談のほか、投資家に対する会社説明会を年２回以上および決算に関す

るアナリスト説明会を実施し、これらの説明資料を会社ホームページに掲載して開示する。 

４．会社の経営管理を専任とする取締役は、株主との個別面談、会社説明会等で意見があった場合、

経営会議や取締役会に報告し、決算分析、経営方針の策定の際の参考とする。 

５．株主との対話においては、会社の経営管理を専任とする取締役が同席し、重要情報の提供を厳

に禁じる。 

 （５－１①）株主との対話の対応者 

 【コーセーアールイー株主との対話の方針】第１～第２項に基づき、会社の経営管理を専任とする

取締役（取締役管理部長）が対応する。 

 （５－２②）株主との対話方針の内容 

 【コーセーアールイー株主との対話の方針】に具体的な事項を定める。 

 （５－１③）株主構造の把握 

 会社は、必要に応じて実質株主を把握し、対話の機会を実現できるよう努める。 

 

（５－２）経営計画の策定・公表 

 会社は、中期経営計画の策定・公表にあたって、利益率のほか、（１－３）【コーセーアールイー資

本政策基本方針】に基づくＲＯＥ、ＲＯＡ、配当等の目標値を明示し、実行すべき施策を具体的に記

載して開示する。 

 

以上 


